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Ⅱ 公費解体関係 

①平成 28年熊本地震に係る損壊家屋等の解体等事業実施要綱 

 
 
 

平成２８年熊本地震に係る損壊家屋等の解体等事業実施要綱 

平成２８年６月１０日制定  

熊本県益城町  

 

（目的） 

第１条 この要綱は、益城町（以下「町」という。）内の家屋等のうち、平成２８年熊本地震（以下「地

震」という。）により損壊したものについて、当該家屋等の所有者の申請に応じ、町が解体、撤去及

び処分（以下「解体等」という。）を実施することにより、生活環境保全上の支障を除去するととも

に、二次災害の防止及び被災者の生活再建支援を図ることを目的とする。 

 

（対象家屋等） 

第２条 この要綱に基づく解体等の対象となる家屋等は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 個人等（個人若しくは中小企業法基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業

者又は小規模企業者（これに準じる公益法人等を含む。）をいう。）が所有する居住の用に供する家屋

であって、その損壊の程度が全壊、大規模半壊又は半壊の判定を受けたもの。ただし、当該家屋の基

礎部分については地上部分の解体と一体的に工事が行われた場合に限る。 

(2) 個人等が所有する事業用建築物であって、その損壊の程度が全壊、大規模半壊又は半壊の判定を受

けたもの。ただし、当該建築物の基礎部分については地上部分の解体と一体的に工事が行われた場合

に限る。 

(3) 第１号及び第２号に規定する家屋等に附属する倉庫、門扉、塀又は立木その他の構造物。ただし、

第１号又は第２号に規定する家屋等の解体と一体的に工事が行われた場合に限る。 

(4) その他生活環境保全のため解体等を行う必要があると町長が認めた建物その他の構造物。 

２ この要綱に基づく解体等の対象となる家屋等は、地震時において現に使用していたものでなければ

ならない。ただし、町長が特に解体することが必要であると認めたものについてはこの限りではない。 

３ 地下埋設物及び擁壁については、この要綱に基づく解体等の対象としない。ただし、町長が生活環

境の保全上解体等を行う必要があると認めたものを除く。 

４ この要綱に基づく解体等は、家屋等の全てについて行うこととし、一部の解体等は行わない。 

 

（申請） 

第３条 町は、対象家屋等の所有者から申請があった場合は、当該家屋等の解体等を行うものとする。 

２ 前項の申請は、別記第１号様式によるものとし、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) り災証明書の写し 

(2) 建物配置図 

(3) 家屋等の現況がわかる写真 

(4) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 

（申請期間） 

第４条 前条第１項の規定に基づく申請を受け付ける期間は、平成２８年６月１５日から平成２９年３

月３１日までとする。 
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（費用） 

第５条 この要綱に基づく解体等は、町が解体業者に委託して実施することとし、それに係る費用は、

町が負担する。 

 

（解体等の実施） 

第６条 町は、第３条第１項の規定に基づく申請書を受け付けたときは、速やかにその内容を審査し、

適正であると認めたときは、施工業者を決定し、町、申請者及び施工業者の三者で立ち会い、解体等

の対象となる家屋等の状況等を確認するものとする。 

２ 前項の規定に基づく立会い後、町は、申請者に対して、損壊家屋等解体処分実施決定通知書（別記

第２号様式）により通知するものとする。 

３ 申請者は、家屋等の解体等実施までに、当該家屋等の中に所在する家財道具その他自己の所有に係

る金品を搬出しなければならない。ただし、既に家屋等が倒壊しており、立ち入ることができない又

は危険を伴う場合はこの限りでない 

４ 施工業者は、その責任において、解体等に伴い必要となる各種申請及び届出等を行わなければなら

ない。 

５ 施工業者は、解体等を完了したときは、速やかに完了報告書（別記第３号様式）により必要書類を

添えて、町長に提出しなければならない。 

６ 町は、前項の規定に基づく完了報告書が提出されたときは速やかに完了確認を行うものとする。 

 

（解体等の証明） 

第７条 町長は、前条第６項の規定に基づき完了確認を行ったときは、申請者に対し、損壊家屋等解体

証明書（別記第４号様式）を発行するものとする。 

 

（管理事務の委託） 

第８条 町は、この要綱に基づく解体等に伴い生じる管理その他の事務等の一部を、法人等に委託して

行うことができる。 

 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

 附 則 

この要綱は、平成２８年６月１０日から施行する。 

 

【様式略】 
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②被災家屋等の解体、撤去及び処分に関する申請書 

 

被災家屋等の解体、撤去及び処分に関する申請書 

平成   年   月   日 

益城町長  様 

 （申請者）                       
ふりがな                                 

氏 名                     印  

（法人名称・代表者氏名）                                   

〒                         

住民票住所 益城町大字         番地     

連絡先電話番号                    

家屋等の所有者との関係 □本人            

            □本人以外（       ） 

平成２８年熊本地震により被災した家屋等の解体、撤去および処分について申請いたします。 

１．解体、撤去及び処分を希望する家屋等の地番 

熊本県上益城郡益城町                              

２．解体、撤去及び処分を希望する家屋等の所有者の氏名 

※共有名義の場合は、代表者の方の氏名をご記入ください。 

                                             

３．解体、撤去及び処分を希望する家屋等の数 

①住宅（     棟） 

②その他 ※倉庫、物置、小屋、事務所、店舗、塀等の種類と、その数を記入して下さい。 

（                                        ） 

※ 上記のうち、益城町がり災証明書を交付しないものについては、本解体申請を受け付けた後、益城町が被害状況の調

査を行います。 

 

４．解体、撤去及び処分を希望する住宅のり災証明書の取得  □ 取得済 □ 未取得 

５．家屋等の解体、撤去及び処分の際の現場立会いのご希望  □ する  □ しない 

６．確認事項 

①本申請の対象の家屋等、並びに、当該家屋等の内部及び当該家屋等の周辺にある財物（申請者又はその代理人が、当

該家屋等の解体に着手する前までに、処分に同意しない旨を申し出たものを除く。以下、「家屋、財物等」という。）の

解体・撤去及び処分に関しては、すべての権利関係者（共有者、抵当権者など）の同意を得ており、益城町及びその委

託を受けた者に対し、一切の不服申し立て及び紛争の提起は致しません。 

②家屋等の解体、撤去及び処分に関し、権利関係者その他の者との紛争が発生した場合は、申請者である私の責任に

おいて解決することを確約します。  

③家屋・財物等の解体、撤去及び処分の実施のため、益城町及びその委託を受けた者が本申請の対象の家屋等の敷地

内に立ち入ることに同意します。 

④その他の益城町の事業の実施のため、本申請書に記載された個人情報その他の情報について、益城町の委託を受け

た者に提供することを了承します。 

□ 上記確認事項に同意する。 

※□内に を記入してください。     署名欄                   印    

提出書類チェック欄 □ 配置図 □ 現況写真 □ 申請者本人の身分証明書の写し □ り災証明書の写し 
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別紙１ 【建物配置図】 

※ 解体、処分及び撤去を希望する家屋等に【壊す】、希望しない家屋等には【残す】と 明示して

ください。（浄化槽、下水桝の位置等がわかる場合は記入、方位の記入もお願い致します。） 
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別紙２ 【現況写真】 

※ 解体、撤去及び処分を希望する家屋等（塀を含む。）が確認できる写真（全体写真、家屋等の棟

別の写真）を貼り付けてください。 
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③委任状（代理申請の場合） 

被災家屋等の解体、撤去及び処分に関する委任状 

 

平成   年   月   日 

 

益城町長   様 

 

（所 有 者）                     

住民票住所                      

氏   名                   印  

電 話 番 号                      

 

 私は、次の権限を下記の者に委任します。 

１ 私が所有する下記の被災家屋等の解体、撤去及び処分に関する申請書及び当該申請に

必要な書類を益城町に提出すること。 

２ 申請書類に不備がある場合、当該申請書の補正または取り下げをすること。 

３ 上記１及び２のほか、当該家屋等の当該申請に関して必要な一切の権限。 

 

記 

（代 理 人）                     

住   所                      

氏   名                   印  

電 話 番 号                      

１．解体、撤去及び処分を希望する被災家屋等の地番 

 

                                         

２．解体、撤去及び処分を希望する被災家屋等の種類、名称等 

 

                                         

 

以上 
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④確約書 

 

被災家屋等の解体、撤去及び処分に関する確約書 

 

平成   年   月   日 

 

益城町長  様 

 

 

 （権利関係者）                     

住民票住所                      

避難先住所                      

氏   名                   印  

電 話 番 号                      

 

 私は、下記の被災家屋等の解体、撤去及び処分を申請するに当たり、当該解体、撤去及

び処分に関し、全ての相続権者の同意を得ました。当該解体、撤去及び処分に関し、当該

相続権者との間で紛争が発生した場合は、私の責任において解決するものとし、益城町及

びその委託を受けた者に一切の責任を負わせません。 

 

記 

 

１．解体、撤去及び処分を希望する被災家屋等の地番 

 

                                         

２．解体、撤去及び処分を希望する被災家屋等の種類、名称等 
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⑤同意書（申請者のほかに共有者が存在する場合や抵当権者が存在する場合） 

 

被災家屋等の解体、撤去及び処分に関する同意書 

 

平成   年   月   日 

益城町長   様 

 

（権利関係者）                     

住   所                      

氏   名                   印  

所有者との権利関係                  

（所 有 者）                     

住民票住所                      

避難先住所                      

氏   名                   印  

電 話 番 号                      

 

 私は、下記の被災家屋等の権利関係者として、当該被災家屋等の解体、撤去及び処分に

同意します。当該解体、撤去及び処分に関し、益城町及びその委託を受けた者に対し、一

切の不服申し立て及び紛争の提起を致しません。 

 

記 

１．解体、撤去及び処分を希望する被災家屋等の地番 

 

                                         

２．解体、撤去及び処分を希望する被災家屋等の種類、名称等 
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⑥誓約書 

 

被災家屋等の解体、撤去及び処分に関する誓約書 

 

平成   年   月   日 

 

益城町長   様 

 

（所 有 者）                     

住民票住所                      

避難先住所                      

氏   名                   印  

電 話 番 号                      

 

 私は、下記の建物の解体、撤去及び処分について、建物所有者として、全ての権利関係

者の同意を得ました。当該解体、撤去及び処分に関し、益城町及びその委託を受けた者に

対し、一切の不服申し立て及び紛争の提起を致しません。また、解体、撤去及び処分に当

たっては、近隣住民の了解を得るとともに、万一紛争が生じた場合は責任をもって対処し

ます。 

 

記 

 

１．解体、撤去及び処分を希望する被災家屋等の地番 

 

                                         

２．解体、撤去及び処分を希望する被災家屋等の種類、名称等 
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⑦損壊家屋等の解体・撤去に係る決定通知書 

 

益環第   号 

平成  年  月  日 

 

損壊家屋等の解体・撤去に係る決定通知書 

 

申請者 

           様 

 

益城町長 西村 博則 

 

 平成２９年  月  日付けで申請のあった損壊家屋等の解体・撤去について、下記のとお

り実施することに決定しましたので通知します。 

 

記 

解体撤去する家屋等の所在地 

  

 

施工業者（事業者名・所在地・電話番号） 

            

 

解体・撤去着工、完了予定日 

平成２９年 月 日～平成２９年 月 日 

※この期間はあくまで目安であり、全体の進捗状況により前後することがあります。実際の着工日

は施工業者から改めて連絡いたします。 

 

 

確認事項 

  ○申請者は解体・撤去工事着工日までに、家屋等内の家財道具等を搬出すること（既

に被災家屋等が倒壊し立入及び搬出ができない場合を除く）。 

○解体・撤去着工、完了予定日を近隣の住民に周知すること。 

○解体・撤去工事には、必要に応じ、申請者又はその関係者が立ち会うこと。 
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⑧損壊家屋等の解体・撤去証明書 

 

別記第４号様式  

益環第    号 

平成  年  月  日 

 申請者 

           様 

 

益城町長 西村 博則 

 

 

損壊家屋等の解体・撤去証明書 

平成  年  月  日付けで決定した損壊家屋等の解体・撤去について、 下

記のとおり完了したことを証明します。 

 

記 

 

 

 

 

１ 解体撤去した家屋等の所在地 

 

 

２ 解体撤去した家屋等の所有者 

 

 

３ 施工業者（事業者名・所在地） 

 

 

４ 解体完了日  

   平成  年  月  日 
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Ⅲ 自費解体関係 

①平成 28 年熊本地震に係る損壊家屋等の解体等を自ら実施した者に対する所要経費の償還に関
する要綱 

 

平成２８年熊本地震に係る損壊家屋等の解体等を自ら実施した者に対する所要経費 

の償還に関する要綱 

平成２８年６月１０日制定  

熊本県益城町  

 

（目的） 

第１条 この要綱は、益城町（以下「町」という。）に所在する家屋等のうち、平成２８年熊本地震（以

下「地震」という。）により損壊したものについて、町が解体、撤去及び処分（以下「解体等」とい

う。）を行う前に、生活環境保全上の理由により自ら解体等を行った者に対し、民法第７０２条の規

定に基づき、事務管理に要した費用を償還するうえで必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（対象家屋等） 

第２条 次の各号のいずれかに該当する家屋等について自らの費用負担により解体等を行ったものの

うち、町長が生活環境保全上解体等を行う必要があったと認めたものに限り、この要綱に基づく償還

の対象とする。ただし、平成２８年７月３１日までに当該解体等に係る事業者との契約が締結された

ものに限る。 

(1) 個人等（個人若しくは中小企業法基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業

者又は小規模企業者（これに準じる公益法人等を含む。）をいう。）が所有する居住の用に供する家屋

であって、その損壊の程度が全壊、大規模半壊又は半壊の判定を受けたもの。ただし、当該家屋の基

礎部分については地上部分の解体と一体的に工事が行われた場合に限る。 

(2) 個人等が所有する事業用建築物であって、その損壊の程度が全壊、大規模半壊又は半壊の判定を受

けたもの。ただし、当該建築物の基礎部分については地上部分の解体と一体的に工事が行われた場合

に限る。 

(3) 第１号及び第２号に規定する家屋等に附属する倉庫、門扉、塀又は立木その他の構造物。ただし、

第１号又は第２号に規定する家屋等の解体と一体的に工事が行われた場合に限る。 

(4) その他生活環境保全のため解体等を行う必要があると町長が認めた建物その他の構造物。 

２ この要綱に基づく償還の対象となる家屋等は、地震時において現に使用していたものでなければな

らない。ただし、町長が特に解体することが必要であると認めたものについてはこの限りではない。 

３ 地下埋設物及び擁壁の解体等については、この要綱に基づく償還の対象としない。ただし、町長が

生活環境保全上解体する必要があると認めたものを除く。 

４ この要綱に基づく償還の対象となる家屋等の解体等は、家屋等の全てについて行ったものとし、一

部の解体等はこの要綱に基づく償還の対象としない。。 

 

（償還の対象） 

第３条 償還の対象となる経費は次のとおりとする。 

(5) 上屋解体及び運搬費 

(6) 基礎部解体及び運搬費 

(7) 付属物等撤去及び運搬費 

(8) 廃棄物処理費 

(9) その他町長が必要と認めた経費 

２ 前項各号に定める各経費について別に定める基準額を基礎として積算した額と、個人等が解体処分

事業者に支払った額とを比較して安価なほうを償還の上限とする。 
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（申請） 

第４条 費用の償還の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、申請書（別記第１号様式）

に必要事項を記載し、次に掲げる書類を添付して、町長に提出しなければならない。 

(1) り災証明書の写し 

(2) 建物配置図 

(3) 解体撤去工事に係る契約書の写し 

(4) 解体撤去費用に関する領収書の写し 

(5) 解体撤去工事に係る費用内訳がわかる書類の写し 

(6) 解体撤去工事に係る写真（施工前、施工中、施工後のそれぞれに撮影したもの） 

(7) 解体工事に係るマニフェスト伝票の写し 

(8) その他町長が必要と認める書類 

 

（審査） 

第５条 町長は、前条の規定に基づく申請があったときは、申請書類の内容に基づき、当該申請に係る

解体等が生活環境保全上解体する必要性があったかどうかを審査し、この要綱に基づく償還の適否

を判定する。 

２ 町長は、申請書類及びその添付書類の内容について疑義がある場合その他必要と認めるときは、現

地調査その他必要な調査を行うことができる。 

 

（償還の決定） 

第６条 町長は、審査の結果、償還することが適当であると認めるときは、所要経費償還決定通知書（別

記第２号様式）により申請者に対して通知するものとする。 

 

（償還決定の取消等） 

第７条 町長は、申請者又は解体業者等若しくはその両者が共謀し、次の各号のいずれかに該当するに

至ったときは、償還決定の全部又は一部を取り消すとともに、すでに支払が完了している場合には返

金を求めるものとする。 

(1) この要綱の規定に違反したとき 

(2) 虚偽の申請又は不正の手段によって償還を受けようとし、又は受けたことが明らかになったとき 

 

（雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

 附 則 

この要綱は、平成２８年６月１０日から施行する。 
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②損壊家屋等の解体撤去費用申請書 

 

益　城　町　長　様

計 棟

家屋等の所有者
との関係

　□本人　　　□本人以外（　　　　　　　　　　　　）

損壊家屋等の解体撤去費用申請書

平成　　　　年　　　　　月　　　　　日

申請者

ふりがな

（氏　名）
※法人の場合、名称

及び代表者

印　　

（生年月日） 　明・大・昭・平　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

(住　所）
※住民票上の住所

ではなく、郵便が届く

場所

（〒　　　　　－　　　　　　　　　）

益城町大字　　　　　　　　　　　　　　　番地

（電話番号）
※日中に連絡がつく

もの

　　　　　　　　－　　　　　　　　　－

　平成２８年熊本地震により損壊した下記の家屋等について、生活環境保全上支障が生じたため、既に解体撤
去しました。
　つきましては、当該損害家屋等の解体撤去費用について、民法第７０２条の規定に基づき、負担していただき
ますよう申請します。

記

家屋等の所在地
　□上記住所と同じ
　□　　　〃　　　と異なる　→　（　益城町大字　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

家屋等の数・種類
　□住宅　　□倉庫・物置　　□分譲マンション（名称　　　　　　　　　　　　　）
　□賃貸住宅・寮・社宅（名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□事務所・店舗・作業所　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

家屋等の所有者

　□申請者と同じ

　□　　〃　と異なる
　※委任状を必ず提出してくだ

さい。

（住　所）

ふりがな

（氏名・名称）

り災証明書
　□取得済　 　（　判定結果：　□全壊　　　　□大規模半壊　　　　　□半壊　）

　□未取得

　解体前の家屋等の
　状況

　□既に倒壊していた　　　□他の家屋等に物的被害を生じさせていた
　□家屋等について生活環境保全上の支障が生じていた（又は生じる恐れがあった）

　　　⇒具体的状況について簡潔に記載してください。

家屋等の権利関係

 (1) 共有者 　□なし　　　　□あり（自分の外　　　　名）

 (2) 区分所有 　□なし　　　　□あり

 (3) 権利関係（賃借権、抵当権、根抵当権など）

　　　□なし　　　　□あり　→　　（権利内容　　　　　　　　　　　権利者　　　　　　　　　　　　　）

　　解体撤去に関する権利者の同意　　　□なし　　　　□あり
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：

：

：

１．

２．

３．

４． 　解体撤去の費用を支払う益城町のため、解体撤去した上記損壊家屋に係る権利関係、固定資産税の評価、賦課、り災状況及び解
体撤去に関する情報について、必要な範囲で関係機関に照会すること。

氏名（自署） 印　　　

　益城町に対して上記損壊家屋等の解体撤去の費用の負担を申請するに当たり、次のことについて同意します。

　この解体撤去費用申請書及びその添付書類について、事実と異なる記載があり、それにより益城町に損害が発生した場合には、申
請者が責任を持って賠償すること。

　上記損壊家屋等の解体撤去に関して益城町が申請者に支払う費用は、益城町で算定した基準額に照らし、上記家屋等の解体・撤
去のために必要と認められる費用に限られること。

　申請者及び借地・借家人をはじめ抵当権者など、上記家屋等に関係する権利者との間で紛争が生じた場合は、申請者の責任にお
いて解決すること。

添付書類

　□申請者本人であることを証する書面（写真付）　〈例〉運転免許証

　□り災証明書（写し）　※解体する家屋等のそれぞれについて必要

　□建物配置図

　□解体撤去工事に係る契約書（写し）

　□解体撤去費用に関する領収書（写し）
　　※解体撤去費用の支払いが済んでいない場合には、解体業者からの請求書で代用可。
　　　解体業者への支払終了後速やかに領収書の写しを提出すること。

　□解体撤去費用に関する内訳がわかるもの（写し） 　　〈例〉見積り明細、請求書内訳票

　□解体撤去の施工前・施工中・施工後の損壊家屋等の写真

　□解体撤去工事に係るマニフェスト伝票（写し）

　□振込先口座について、口座番号や名義人等の情報がわかるもの　〈例〉通帳の写し

　□誓約書

　□家屋等の解体撤去及びそれに関する一切の事務に係る委任状

　〈申請者と家屋等の所有者が異なる場合〉

円

振込先口座

金融機関名 支店名 種目 口座番号

１　普通

２　当座
金融機関コード 支店コード 口座名義人（カタカナ）

 (3) 家屋等の解体撤去に要した費用総額

解体の状況

 (1) 解体時期

契約日 平成２８年　　　　　　月　　　　　　日

解体開始 平成２８年　　　　　　月　　　　　　日

解体終了 平成２８年　　　　　　月　　　　　　日

 (2) 家屋等の解体を委託した解体業者

業者名

所在地

電話番号
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③建物配置図 

【建物配置図】 

・枠内に敷地全体が収まるように記載してください（方位を記入してください）。 

・敷地内の建物をすべて記載してください。 

・家屋等には、「住居」「事業所」「店舗」「倉庫」などの種類・名称を記載し、そのうえで、解体撤去し

た家屋等には【壊した】、解体撤去していない家屋等には【壊していない】と明示してください。 
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④写真票 

【写真票】 

・解体、撤去及び処分の状況を確認することができる写真（施工前、施工中、施工後）を重ならないよう

に貼り付けてください。空きスペースに【施工前】【施行中】【施工後】と明示してください。 
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⑤誓約書 

 

誓 約 書 

 

平成   年   月   日  

 

 益 城 町 長  様 

 

（所有者） 氏  名 

 
住  所 

 
電話番号 

 

 

 

 私は、下記の家屋等の解体、撤去及び処分について、建物所有者として、全ての権利関

係者の同意を得たうえで実施しました。当該解体、撤去及び処分に関し、益城町に対し、

一切の不服申立て及び紛争の提起をいたしません。 

また、万一紛争が生じた場合には、私が責任をもって対処します。 

 

記 

 

１ 解体、撤去及び処分をした家屋等の所在地 

  益城町大字           番地 

２ 解体、撤去及び処分をした家屋等の種類、名称など 
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⑥委任状 

委 任 状 

 

平成   年   月   日  

 

 益 城 町 長  様 

 

（所有者） 氏  名               印 

 
住  所 

 
電話番号 

 

 私は、次の権限を下記の者に委任します。 

１ 私が所有する下記の損壊家屋等の解体撤去費用申請書及び当該申請に必要な書類を益

城町に提出すること。 

２ 申請書類に不備がある場合、当該申請書の補正または取り下げをすること。 

３ 上記１及び２のほか、当該家屋等の当該申請に関して必要な一切の権限。 

  

（代理人） 氏  名               印 

 
住  所 

 
電話番号 

 

１ 解体、撤去及び処分をした家屋等の所在地 

  益城町大字           番地 

２ 解体、撤去及び処分をした家屋等の種類、名称など 
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⑦自費解体費用算定シート 

m2 m2

m2 m2

m2 m2

m2 m2

m3

円 × ＝ 円

円 × ＝ 円

円 × ＝ 円

円 × ＝ 円

円 円

km 円 円 km 円 円

km 円 円 km 円 円

km 円 円 km 円 円

km 円 円 km 円 円

円 円

円 円

円 m3 円 km 円 円

円 円

Ｈ 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 ☆ 円

円

円

★ 円

備考（申請者負担が発生する理由など） 償還決定額
0 円

（★と☆のいずれか低い額（ｐ））

（参考）申請者負担額（ｎ-ｐ） 0 円

税込後値引き額（ｍ）

総額（請求領収額）(n(l-m)) 0

対象外経費（税込）を減じた額（o(n-g)） 0

消費税（ｋ） 0 0

総額（税込）（ｌ(j+k)） 0 0

値引き額（i）

小計（値引き後）（ｊ(h-i)） 0

対象外経費（税抜）（ｇ）

小計（ｈ） 0 0

アスベスト事前調査費（e） 0

その他（立木・庭石撤去費など）（ｆ） 0

処分費（ｃ） 0

塀解体撤去費（ｄ） 0

運搬費

上屋部分 0

基礎部分 0

小計(b) 0 0

解体費

上屋部分 0

基礎部分 0

小計(a) 0 0

償還額算定

申請額 基準額

アスベスト調査
（単価） （調査実働時間） （単価）×（実働時間）

35,300（円／日（8H））

立木・庭石など 申請額 撤去の必要性・費用の妥当性→

（運搬往復距離） （単価） （単価）×（解体体積）塀解体撤去費

解体費 運搬費

（手法） （単価） （解体体積） （単価）×（解体体積） （トラック）

上屋部分合計 基礎部分合計

処分費 申請額 　→マニフェストの有無

建物４

建物３

建物２

（トラック） （運搬往復距離） （単価） （単価）×（1階床面積）

建物１

運搬費
上屋部分 基礎部分

（トラック） （運搬往復距離） （単価） （単価）×（延床面積）

上屋部分合計 基礎部分合計

建物４

建物３

建物２

（単価）×（延床面積） （単価） （１階床面積）

建物１

アスベスト調査

基準額算定

解体費
上屋部分 基礎部分

（手法） （単価） （延床面積）

塀解体 塀撤去量 立木・庭石撤去

建物４ 階建

建物３ 階建

建物２ 階建

床面積 基礎解体
の有無１階 ２階以上（計）

建物１ 階建

所在地 益城町大字 所有者

種類 り災程度 構造 階数

〈益城町〉自費解体費用算定シート

申請者 管理番号
（受付日付（４桁）＋通番（２桁））

解体した家屋等

 



[55] 

⑧損壊家屋等の解体撤去費用に係る所要経費償還決定通知書 

別記第２号様式

号

年 月 日

申請者

( )

年 月

１　償還金額

金 円 （申請額のとおり）

益環第

平成

平成 日付けで申請のあった損壊家屋等の解体撤去費用に

損壊家屋等の解体撤去費用に係る所要経費償還決定通知書

様

益城町長　 西　村　博　則

　益城町　環境衛生課
　TEL：０９６－２８９－８０７７

ついて審査した結果、下記のとおり所要経費を償還することに決定しましたので通知

します。

記

２　償還金の振込みについて

　申請書に領収書の写しが添付されていませんでした（一部のみ提出されている場合を含む）の
で、領収書の写しを役場環境衛生課（〒861-2295 上益城郡益城町宮園702番地）あてに提出して
ください。まだ領収書をお持ちでない場合には、同封の誓約書に必要事項を記入のうえ、役場環
境衛生課あてに提出してください。領収書の写し（又は誓約書）が町に到着した後に、申請書記
載の銀行口座に振り込みますので予めご了承ください。
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別記第２号様式

号

年 月 日

申請者

( )

年 月

１　償還金額

金 円

２　償還金額の内訳

益環第

平成

平成 日付けで申請のあった損壊家屋等の解体撤去費用に

損壊家屋等の解体撤去費用に係る所要経費償還決定通知書

様

益城町長　 西　村　博　則

ついて審査した結果、下記のとおり所要経費を償還することに決定しましたので通知

します。

記

申請額（対象外経費を除く） 町の基準により算定した額

円

処分費 円

申請額（税込） 円 解体費 円

償還対象外の
経費（税込）

円
運搬費

その他 円

消費税相当額 円

【Ａ】が【Ｂ】を下回るため、【Ａ】が償還金額となります。

３　償還金の振込みについて

　申請書記載の銀行口座への振込みは、 平成29年2月20日(月) の予定です。諸事情により振込
日を変更することがありますので、予めご了承ください。

　益城町　環境衛生課
　TEL：０９６－２８９－８０７７

計【Ａ】 0 円 計【Ｂ】 0 円
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⑨誓約書（申請時に領収証の添付がされていなかった場合） 

 

誓 約 書 

 

平成   年   月   日  

 

 益 城 町 長  様 

 

 

（申請者） 氏  名                 印 

 
住  所 

 
電話番号 

 

 

 

 私は、申請書に領収書の写しを添付していませんでしたので、解体施工業者に対して費

用を支払った後に、速やかに領収書の写しを町に提出します。 

 万一、解体施工業者に対する支払額（領収書記載額）が償還決定額に満たない場合には、

その差額を益城町に返還します。 

 

 

○この誓約書及び領収書の提出先 

〒８６１－２２９５ 

   上益城郡益城町宮園７０２ 益城町役場 環境衛生課 宛て 

 

 

 

※ 誓約書が町に到着した後の振込みとなりますので、ご了承ください。 
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⑩同意書（申請後に申請者が死亡した場合） 

同 意 書 

 

 下記補助金に係る申請者        が平成  年  月  日に死亡したことに伴い、そ

の相続人のうち        を代表相続人とし、下記補助金を受領することについて同意しま

す。受領する補助金については、下記の銀行口座に振り込んでいただきますようお願いします。 

なお、下記補助金の受領にあたって相続人間で紛争が生じた場合には、全相続人の責任において

解決することを誓います。 

記 

１ 内容 損壊家屋等解体撤去費用償還補助金 

２ 金額 金          円 

 

平成   年   月   日   

 

同意者  
相続人 住所 

    氏名              印 

 相続人 住所 

    氏名              印 

 相続人 住所 

    氏名              印 

 相続人 住所 

    氏名              印 

 

益城町長 西村 博則 様 

 

代表相続人 住所                      

       氏名                      

 

〈口座振込先〉 

金融機関／支店名             ／ 

口座番号 （ 普通 ・ 当座 ） 

口座名義人（カタカナ）  

※新しい口座振込先について、通帳の写し（上記情報がわかるページのみ）を添付してください。 
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Ⅳ 解体証明関係 

①解体証明願兼証明書 

 

解 体 証 明 願 

 

平成  年  月  日  

 

 益城町長 西村 博則 様 

 

（申請者）                  

住  所                  

氏  名                印 

電話番号     －    －       

 

 下記建物が解体されていることを証明願います。 

 

記 

 

・建物の所在地   益城町大字 

※り災証明書の「り災場所」を記入。ただしアパート等の場合は、アパートの名称及び部

屋番号等も必ず記入すること。 

 

【添付書類】 該当建物の「り災証明書の写し」（所有者用又は居住者用） 

       り災証明書に氏名が無い申請者の場合は、「委任状」 

 

証 明 書 

 

上記建物について、解体されていることを証明します。 

 

平成  年  月  日 

 

益城町長 西村 博則     
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Ⅴ 災害廃棄物仮置場関係 

①災害ごみ特別搬入証（公費解体業者向け） 

【表面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【裏面】 
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②災害ごみ搬入許可申請書（公費解体業者以外向け） 

災害ごみ搬入許可申請書 

 

平成  年  月  日 

 

 益城町長 様 

 

住  所                  

 

氏  名                印 

 

電  話     －     －      

 

 

平成２８年熊本地震による災害ごみを、益城町災害廃棄物一次仮置場に下記のとおり搬

入しますので申請します。 

 なお、災害ごみは適正に分別して搬入し、災害で発生したごみ以外（一般家庭ごみ・宅

地復旧支援事業で発生した廃棄物）については搬入しないことを誓います。 

記 

  搬入期間        月   日  から   月   日 まで 

主な搬入物                              

元請業者                             

搬入（業）者                           

搬入（業）者連絡先         －      －       

搬入証枚数       １枚    ・    ２枚        

  車番（ナンバー）                         

 

*搬入期間は１週間です。 

*宅地復旧支援事業で発生した廃棄物については、産業廃棄物として適切に処

理してください。 
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③災害ごみ搬入証（公費解体業者以外向け） 

10月5日(金)から

10月12日(金)まで

住 所 益城町宮園702

氏 名 益城　太郎

電 話 0

元請業者 0

搬入業者 0

第　　0　　号 平成　　年　　月　　日

　　　　　　益城町長　西村　博則

1/1

災害ごみ搬入証

有効期限

※平成２８年熊本地震により発生した災害ごみしか搬入できません。

※搬入場所は、益城町が指定する災害廃棄物一次仮置場に限られます。

※家具類、木、布団・畳、家電４品目（洗濯機、デジタルテレビ、冷蔵庫、エアコン）、パソコン、その他家電、金属、ガ

ラス・陶磁器、大型プラスチック、スレート壁材、コンクリート、瓦 などに分別を徹底してください。

※一般家庭ごみ（燃えるごみ、燃えないごみ、ペットボトル、空き缶、プラスチック容器包装）はごみ袋に入れて決め

られた曜日にごみステーションに出してください。発見した場合、持ち帰りを指示します。

※この搬入証を第三者に譲渡・貸与することはできません。

※この搬入証は、常に車両のダッシュボードの見えるところに置いてください。

※ごみ搬入が終わったら、この搬入証は各自処分をお願いします。

※有効期限が過ぎた搬入証での搬入はできません。

※公道上に災害ごみ（木くず等）を落とさないようにお願いします。
※この搬入証の複製使用を禁止します。複製使用が明らかになった場合、一次仮置場への搬入

をお断りします。

※宅地復旧支援事業で発生した廃棄物については搬入できません。

車両ナンバー記入欄

熊本44 わ 12-34

 

 



[63] 

④一次仮置場場内配置図及び注意事項 
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品目 代表例 注意事項

① 家具類 家具、加工されている木材 ・中身が入っていないか確認

② 木（柱、生木） 建材、加工されていない木材 ・抜根は受入れ不可

③ 布団 布団 ・羽毛布団は分けて降ろす

④ 家電４品目
洗濯機、デジタルテレビ
冷蔵庫、 エアコン

・重機で積みこまず、手で積みこむ（重機で積みこんで傷が
入るとリサイクルできないため）
・冷蔵庫は中身を現地で取り除く（生ゴミ等の持ち込み厳
禁）。中身を取り除いた後に拭いておく
・家電４品目で形がわからないほど壊れている場合は、そ
の他家電のところで降ろす

⑤ パソコン
パソコン（キーボード、ディスプ
レイ等）

・重機で積みこまず、手で積みこむ（重機で積みこんで中の
部品が壊れるとリサイクルできないため）

⑥ その他家電
基本的にコンセントが付いてい
るもの（家電４品目以外）

⑦ 金属 金属等
・主に金属が５０％以上（例　自転車、傘）、消火器や一斗
缶(中身入り)等は持ち込まない

⑧ ガラス・陶磁器 割れた茶碗・食器等
・調味料の入れ物は、クリーンセンターに持ち込む
(中身は空にする)

⑨
ソファ
スプリングマット

・スプリングの入っていないマットは布団のところで降ろす

⑩ 大型プラスチック
ごみ袋に入らないプラスチック
（農業用品除く）

・主にプラスチックが５０％以上
（ごみ袋に入る大きさは持ち込まない）

⑪ スレート等

石膏ボード、スレート、ケイ酸カ
ルシウム板（ケイカル板）、サイ
ディング、コロニアル
※フレコン（トン袋）での回収の
み

・フレコン（トン袋）に、内容物及び搬入業者名をマジックで
記載すること。
・一つの袋に、別の品目を混在しないこと。

⑫ ルーフィング
※フレコン（トン袋）での回収
のみ

・フレコン（トン袋）に内容物及び搬入業者名をマジックで
記載すること。
・瓦と分離し、ルーフィングのみの状態にする。

⑬ コンクリート コンクリート瓦、ブロック塀等
・リサイクルするので焼瓦や陶器瓦、その他混載物が混ざ
らないようにする

⑭ 瓦 焼瓦、陶器瓦 ・土や砂を混ぜない。

⑮ 解体残さ
解体時に生じる木くず、ガラ、土
壁、泥壁

・木くず、ガラは５０ｃｍ以内の大きさまで分別。
・土壁、泥壁は竹と分離した状態にする(分離した竹は、生
木のところに降ろす)。

⑯ 自然石
解体工事に伴い発生した石に
限る

・コンクリート等と混ぜずに自然石のみで持ってくる。

⑰ 太陽光パネル 太陽光パネル
・発電する恐れがあるので、パネル面を下に向けておく。持
ち込めるのは業者のみ。置場については、現地係員に確
認。

⑱ ラスモルタル ラスモルタル ・タイル付きで持ち込み可。

⑲ 畳・むしろ等 畳、むしろ、ねこぼく等

家庭ごみ ・クリーンセンターへ持ち込み

益城町一次仮置場での注意事項

燃えるごみ（衣類含む）、燃えないごみ、ペットボトル、瓶、缶、蛍光
灯、乾電池、新聞、段ボール、プラスチック容器包装

※上記以外の品目については仮置場にて相談
※消火器、タイヤ、農薬、農業用品などの処理困難物は受入れ不可
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⑤一次仮置場案内図 
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Ⅵ 広報 

①広報ましき災害臨時号 No.2（災害ゴミ分別に関する記事） 

 



[67] 

②広報ましき災害臨時号 No.3（仮置場受入日に関する記事） 
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③広報ましき災害臨時号 No.4（公費解体に関する記事） 
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④広報ましき災害臨時号 No.5（災害ごみに関する記事） 
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⑤広報ましき災害臨時号 No.10（公費解体に関する記事） 
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Ⅶ 災害廃棄物関係法令  

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律（災害廃棄物処理に関する部分に限る）三段表 

 平成 30年 3月 1日現在  

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年
法律第百三十七号） 

政令 廃棄物の処理及び清掃に関する法
律施行令（昭和四十六年政令第三百号） 

環境省令 廃棄物の処理及び清

掃に関する法律施行規則（昭和四
十六年厚生省令第三十五号） 

 
第一章 総則 

  

 
（目的） 
第一条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の

適正な分別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理をし、
並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全
及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

  

 
（定義） 
第二条 この法律において「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、

燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の
死体その他の汚物又は不要物であつて、固形状又は液状の
もの（放射性物質及びこれによつて汚染された物を除く。）
をいう。 

２ この法律において「一般廃棄物」とは、産業廃棄物以外
の廃棄物をいう。 

３ この法律において「特別管理一般廃棄物」とは、一般廃
棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は
生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有する
ものとして政令で定めるものをいう。 

４ この法律において「産業廃棄物」とは、次に掲げる廃棄
物をいう。 

一 事業活動に伴つて生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、
廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他政令で
定める廃棄物 

二 輸入された廃棄物（前号に掲げる廃棄物、船舶及び航空
機の航行に伴い生ずる廃棄物（政令で定めるものに限る。
第十五条の四の五第一項において「航行廃棄物」という。）
並びに本邦に入国する者が携帯する廃棄物（政令で定める
ものに限る。同項において「携帯廃棄物」という。）を除
く。） 

５ この法律において「特別管理産業廃棄物」とは、産業廃
棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は
生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有する
ものとして政令で定めるものをいう。 

６ 〈略〉 

  

 
（国内の処理等の原則） 
第二条の二 国内において生じた廃棄物は、なるべく国内に

おいて適正に処理されなければならない。 
２ 国外において生じた廃棄物は、その輸入により国内にお

ける廃棄物の適正な処理に支障が生じないよう、その輸入
が抑制されなければならない。 

  

 
（非常災害により生じた廃棄物の処理の原則） 
第二条の三 非常災害により生じた廃棄物は、人の健康又は

生活環境に重大な被害を生じさせるものを含むおそれが
あることを踏まえ、生活環境の保全及び公衆衛生上の支障
を防止しつつ、その適正な処理を確保することを旨とし
て、円滑かつ迅速に処理されなければならない。 

２ 非常災害により生じた廃棄物は、当該廃棄物の発生量が
著しく多量であることを踏まえ、その円滑かつ迅速な処理
を確保するとともに、将来にわたつて生ずる廃棄物の適正
な処理を確保するため、分別、再生利用等によりその減量
が図られるよう、適切な配慮がなされなければならない。 

  

 
（国民の責務） 
第二条の四 国民は、廃棄物の排出を抑制し、再生品の使用

等により廃棄物の再生利用を図り、廃棄物を分別して排出
し、その生じた廃棄物をなるべく自ら処分すること等によ
り、廃棄物の減量その他その適正な処理に関し国及び地方
公共団体の施策に協力しなければならない。 

  

 
（事業者の責務） 
第三条 事業者は、その事業活動に伴つて生じた廃棄物を自

らの責任において適正に処理しなければならない。 
２・３ 〈略〉 

  

 
（国及び地方公共団体の責務） 
第四条 市町村は、その区域内における一般廃棄物の減量に

関し住民の自主的な活動の促進を図り、及び一般廃棄物の
適正な処理に必要な措置を講ずるよう努めるとともに、一
般廃棄物の処理に関する事業の実施に当たつては、職員の
資質の向上、施設の整備及び作業方法の改善を図る等その
能率的な運営に努めなければならない。 

２ 都道府県は、市町村に対し、前項の責務が十分に果たさ
れるように必要な技術的援助を与えることに努めるとと
もに、当該都道府県の区域内における産業廃棄物の状況を
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はあくし、産業廃棄物の適正な処理が行なわれるように必
要な措置を講ずることに努めなければならない。 

３ 国は、廃棄物に関する情報の収集、整理及び活用並びに
廃棄物の処理に関する技術開発の推進を図り、並びに国内
における廃棄物の適正な処理に支障が生じないよう適切
な措置を講ずるとともに、市町村及び都道府県に対し、前
二項の責務が十分に果たされるように必要な技術的及び
財政的援助を与えること並びに広域的な見地からの調整
を行うことに努めなければならない。 

４ 国、都道府県及び市町村は、廃棄物の排出を抑制し、及
びその適正な処理を確保するため、これらに関する国民及
び事業者の意識の啓発を図るよう努めなければならない。 

 
（非常災害時における連携及び協力の確保） 
第四条の二 国、地方公共団体、事業者その他の関係者は、

第二条の三に定める処理の原則にのつとり、非常災害時に
おける廃棄物の適正な処理が円滑かつ迅速に行われるよ
う、適切に役割を分担するとともに、相互に連携を図りな
がら協力するよう努めなければならない。 

  

 
（清潔の保持等） 
第五条 〈略〉 

  

 
（基本方針） 
第五条の二 環境大臣は、廃棄物の排出の抑制、再生利用等

による廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策
の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（以
下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 廃棄物の減量その他その適正な処理の基本的な方向 
二 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する目標の設

定に関する事項 
三 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策を推

進するための基本的事項 
四 廃棄物の処理施設の整備に関する基本的事項 
五 非常災害時における前二号に掲げる事項に関する施策

の推進を図るために必要な事項 
六 前各号に掲げるもののほか、廃棄物の減量その他その適

正な処理に関し必要な事項 
３ 環境大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようと

するときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議すると
ともに、都道府県知事の意見を聴かなければならない。 

４ 環境大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したとき
は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

  

 
第五条の三・第五条の四 〈略〉 

  

 
（都道府県廃棄物処理計画） 
第五条の五 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県

の区域内における廃棄物の減量その他その適正な処理に
関する計画（以下「廃棄物処理計画」という。）を定めな
ければならない。 

２ 廃棄物処理計画には、環境省令で定める基準に従い、当
該都道府県の区域内における廃棄物の減量その他その適
正な処理に関し、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 廃棄物の発生量及び処理量の見込み 
二 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する基本的事

項 
三 一般廃棄物の適正な処理を確保するために必要な体制

に関する事項 
四 産業廃棄物の処理施設の整備に関する事項 
五 非常災害時における前三号に掲げる事項に関する施策

を実施するために必要な事項 
３ 都道府県は、廃棄物処理計画を定め、又はこれを変更し

ようとするときは、あらかじめ、環境基本法（平成五年法
律第九十一号）第四十三条の規定により置かれる審議会そ
の他の合議制の機関及び関係市町村の意見を聴かなけれ
ばならない。 

４ 都道府県は、廃棄物処理計画を定め、又はこれを変更し
たときは、遅滞なく、これを公表するよう努めなければな
らない。 

  
（都道府県廃棄物処理計画） 
第一条の二の二 廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（昭和四十五年法
律第百三十七号。以下「法」という。）
第五条の五第二項の環境省令で定
める基準は、次のとおりとする。 

一 廃棄物の発生量及び処理量の見
込みは、廃棄物の種類ごとに定める
こと。 

二 廃棄物の減量その他その適正な
処理に関する基本的事項には、次の
事項を定めること。 
イ 廃棄物の種類ごとに、当該廃棄

物の排出量、再生利用量、中間処
理量、最終処分量その他その処理
の現状 

ロ 廃棄物の種類ごとに、当該廃棄
物の排出の抑制、再生利用、中間
処理、最終処分（法第十二条第五
項に規定する最終処分をいう。以
下同じ。）その他その適正な処理
に関する目標 

ハ ロに掲げる目標を達成するた
めに必要な措置 

ニ 廃棄物の不適正な処分の防止
のために必要な監視、指導その他
の措置に関する事項 

三 一般廃棄物の適正な処理を確保
するために必要な体制に関する事
項には、次の事項を定めること。 
イ 一般廃棄物の広域的な処理に

関する事項 
ロ 一般廃棄物の減量その他その

適正な処理に必要な市町村間の
調整その他の技術的援助に関す
る事項 

四 産業廃棄物の処理施設の整備に
関する事項には、次の事項を定める
こと。 
イ 産業廃棄物の減量その他その

適正な処理に必要な産業廃棄物
の処理施設の確保のための方策 

ロ 産業廃棄物の処理施設の整備
に際し配慮すべき事項 
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五 非常災害時における法第五条の
五第二項第二号から第四号までに
掲げる事項に関する施策を実施す
るために必要な事項には、次の事項
を定めること。 
イ 非常災害時においても廃棄物

の減量その他その適正な処理を
確保し、生活環境の保全及び公衆
衛生上の支障を防止するための
措置に関する事項 

ロ 非常災害時においても一般廃
棄物の適正な処理を確保するた
めに必要な体制に関する事項 

ハ 産業廃棄物処理施設の整備に
際し非常災害に備え配慮すべき
事項 

 
（都道府県廃棄物処理計画の達成の推進） 
第五条の六 国及び都道府県は、廃棄物処理計画の達成に必

要な措置を講ずるように努めるものとする。 

  

 
第五条の七・第五条の八 〈略〉 

  

 
第二章 一般廃棄物 
第一節 一般廃棄物の処理 

  

 
（一般廃棄物処理計画） 
第六条 市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理

に関する計画（以下「一般廃棄物処理計画」という。）を
定めなければならない。 

２ 一般廃棄物処理計画には、環境省令で定めるところによ
り、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関し、次に
掲げる事項を定めるものとする。 

一 一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み 
二 一般廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項 
三 分別して収集するものとした一般廃棄物の種類及び分

別の区分 
四 一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関す

る基本的事項 
五 一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項 
３ 市町村は、その一般廃棄物処理計画を定めるに当たつて

は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関し関係を
有する他の市町村の一般廃棄物処理計画と調和を保つよ
う努めなければならない。 

４ 市町村は、一般廃棄物処理計画を定め、又はこれを変更
したときは、遅滞なく、これを公表するよう努めなければ
ならない。 

  
（一般廃棄物処理計画） 
第一条の三 法第六条第一項に規定

する一般廃棄物処理計画には、一般
廃棄物の処理に関する基本的な事
項について定める基本計画及び基
本計画の実施のために必要な各年
度の事業について定める実施計画
により、同条第二項各号に掲げる事
項を定めるものとする。 

 
（市町村の処理等） 
第六条の二 市町村は、一般廃棄物処理計画に従つて、その

区域内における一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生
じないうちに収集し、これを運搬し、及び処分（〈略〉）し
なければならない。 

２ 市町村が行うべき一般廃棄物（特別管理一般廃棄物を除
く。以下この項において同じ。）の収集、運搬及び処分に
関する基準（当該基準において海洋を投入処分の場所とす
ることができる一般廃棄物を定めた場合における当該一
般廃棄物にあつては、その投入の場所及び方法が海洋汚染
等及び海上災害の防止に関する法律（昭和四十五年法律第
百三十六号）に基づき定められた場合におけるその投入の
場所及び方法に関する基準を除く。以下「一般廃棄物処理
基準」という。）並びに市町村が一般廃棄物の収集、運搬
又は処分を市町村以外の者に委託する場合の基準は、政令
で定める。 

３～７ 〈略〉 

 
（一般廃棄物の収集、運搬、処分等の基準） 
第三条 法第六条の二第二項の規定による一

般廃棄物（特別管理一般廃棄物を除く。以下
この条及び次条において同じ。）の収集、運
搬及び処分（再生を含む。）の基準は、次の
とおりとする。 

一 一般廃棄物の収集又は運搬に当たつては、
次によること。 
イ 収集又は運搬は、次のように行うこと。 
（１） 一般廃棄物が飛散し、及び流出しな

いようにすること。 
（２） 収集又は運搬に伴う悪臭、騒音又は

振動によつて生活環境の保全上支障が生
じないように必要な措置を講ずること。 

ロ～ル 〈略〉 
二 一般廃棄物の処分（埋立処分及び海洋投入

処分を除く。以下この号において同じ。）又
は再生に当たつては、前号イ及びロの規定
の例によるほか、次によること。 
イ～ト 〈略〉 

三 一般廃棄物の埋立処分に当たつては、第一
号イ（〈略〉）及びロの規定の例によるほか、
次によること。 
イ～ワ 〈略〉 

四 一般廃棄物は、海洋投入処分を行つてはな
らないこと。 

 

  
（一般廃棄物の収集、運搬、処分等の委託の基

準） 
第四条 法第六条の二第二項の規定による市

町村が一般廃棄物の収集、運搬又は処分（再
生を含む。）を市町村以外の者に委託する場
合の基準は、次のとおりとする。 

一 受託者が受託業務（非常災害時において当
該受託者が他人に委託しようとする業務を
除く。）を遂行するに足りる施設、人員及び
財政的基礎を有し、かつ、受託しようとする
業務の実施に関し相当の経験を有する者で
あること。 

二 受託者が法第七条第五項第四号イからヌ
までのいずれにも該当しない者であるこ
と。 

三 受託者が自ら又は非常災害時において環
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境省令で定める基準に従つて他人に委託し
て受託業務を実施する者であること。 

四 一般廃棄物の収集、運搬、処分又は再生に
関する基本的な計画の作成を委託しないこ
と。 

五 委託料が受託業務を遂行するに足りる額
であること。 

六 一般廃棄物の収集とこれに係る手数料の
徴収を併せて委託するときは、一般廃棄物
の収集業務に直接従事する者がその収集に
係る手数料を徴収しないようにすること。 

七 一般廃棄物の処分又は再生を委託すると
きは、市町村において処分又は再生の場所
及び方法を指定すること。 

八 委託契約には、受託者が第一号から第三号
までに定める基準に適合しなくなつたとき
は、市町村において当該委託契約を解除す
ることができる旨の条項が含まれているこ
と。 

九 第七号の規定に基づき指定された一般廃
棄物の処分又は再生の場所（広域臨海環境
整備センター法第二条第一項に規定する広
域処理場を除く。）が当該処分又は再生を委
託した市町村以外の市町村の区域内にある
ときは、次によること。 
イ 当該処分又は再生の場所がその区域内

に含まれる市町村に対し、あらかじめ、次
の事項を通知すること。 

（１） 処分又は再生の場所の所在地（埋立
処分を委託する場合にあつては、埋立地
の所在地、面積及び残余の埋立容量） 

（２） 受託者（非常災害時において当該受
託者が受託した一般廃棄物の処分又は再
生を他人に委託して実施する場合にあつ
ては、当該受託者及び当該処分又は再生
を委託しようとする者）の氏名又は名称
及び住所並びに法人にあつては代表者の
氏名 

（３） 処分又は再生に係る一般廃棄物の種
類及び数量並びにその処分又は再生の方
法 

（４） 処分又は再生を開始する年月日 

ロ 一般廃棄物の処分又は再生を一年以上

にわたり継続して委託するときは、当該

委託に係る処分又は再生の実施の状況を

環境省令で定めるところにより確認する

こと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（一般廃棄物の処分又は再生の状況
の確認） 

第一条の八 令第四条第九号ロの規
定による確認は、一年に一回以上、
実地に行うものとする。 

 
（事業者の協力） 
第六条の三 環境大臣は、市町村における一般廃棄物の処理

の状況を調査し、一般廃棄物のうちから、現に市町村がそ
の処理を行つているものであつて、市町村の一般廃棄物の
処理に関する設備及び技術に照らしその適正な処理が全
国各地で困難となつていると認められるものを指定する
ことができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指定に係る一般廃棄物に
なる前の製品、容器等の製造、加工、販売等を行う事業者
に対し、環境省令で定めるところにより、当該市町村にお
いて当該一般廃棄物の処理が適正に行われることを補完
するために必要な協力を求めることができる。 

３ 環境大臣は、第一項の規定による指定に係る一般廃棄物
になる前の製品、容器等の製造、加工、販売等の事業を所
管する大臣に対し、当該一般廃棄物の処理について市町村
が当該製品、容器等の製造、加工、販売等を行う事業者の
協力を得ることができるよう、必要な措置を講ずることを
要請することができる。 

４ 環境大臣は、第一項の規定による指定を行うに当たつて
は、当該指定に係る一般廃棄物になる前の製品、容器等の
製造、加工、販売等の事業を所管する大臣の意見を聴かな
ければならない。 

  

 
第二節 一般廃棄物処理業 

  

 
（一般廃棄物処理業） 
第七条 一般廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとす

る者は、当該業を行おうとする区域（運搬のみを業として
行う場合にあつては、一般廃棄物の積卸しを行う区域に限
る。）を管轄する市町村長の許可を受けなければならない。
ただし、事業者（自らその一般廃棄物を運搬する場合に限
る。）、専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの収集又
は運搬を業として行う者その他環境省令で定める者につ
いては、この限りでない。 

２～１６ 〈略〉 

  
（一般廃棄物収集運搬業の許可を要

しない者） 
第二条 法第七条第一項ただし書の

環境省令で定める者は、次のとおり
とする。 

一 市町村の委託（非常災害時におけ
る市町村から委託を受けた者によ
る委託を含む。）を受けて一般廃棄
物の収集又は運搬を業として行う
者 

二～十三 〈略〉 
 
第七条の二 ～ 第七条の五 〈略〉 

  

 
第三節 一般廃棄物処理施設 
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（一般廃棄物処理施設の許可） 
第八条 一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設で政令で定める

もの（以下単に「ごみ処理施設」という。）、し尿処理施設
（浄化槽法第二条第一号に規定する浄化槽を除く。以下同
じ。）及び一般廃棄物の最終処分場で政令で定めるものを
いう。以下同じ。）を設置しようとする者（第六条の二第
一項の規定により一般廃棄物を処分するために一般廃棄
物処理施設を設置しようとする市町村を除く。）は、当該
一般廃棄物処理施設を設置しようとする地を管轄する都
道府県知事の許可を受けなければならない。 

２～６ 〈略〉 
 
第八条の二 ～ 第九条の二の四 〈略〉 

  

 
（市町村の設置に係る一般廃棄物処理施設の届出） 
第九条の三 市町村は、第六条の二第一項の規定により一般

廃棄物の処分を行うために、一般廃棄物処理施設を設置し
ようとするときは、環境省令で定めるところにより、第八
条第二項各号に掲げる事項を記載した書類及び当該一般
廃棄物処理施設を設置することが周辺地域の生活環境に
及ぼす影響についての調査の結果を記載した書類を添え
て、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

２～１２ 〈略〉 

  

 
（市町村による非常災害に係る一般廃棄物処理施設の届出

の特例） 
第九条の三の二 市町村は、非常災害が発生した場合に非常

災害により生ずる廃棄物の処分を行うために設置する必
要があると認める一般廃棄物処理施設について、一般廃棄
物処理計画に定め、又はこれを変更しようとするときは、
環境省令で定めるところにより、都道府県知事に協議し、
その同意を得ることができる。 

２ 市町村が前項の同意に係る一般廃棄物処理施設を設置
しようとする場合における前条の規定の適用については、
同条第九項中「第二項及び第三項の規定は」とあるのは「第
二項の規定は、」と、「、第四項の規定は前項の規定による
届出をした市町村について準用する」とあるのは「準用す
る」と、「、第四項中「一般廃棄物処理施設を設置しては
ならない」とあるのは「第八条第二項第四号から第七号ま
でに掲げる事項の変更をしてはならない」と読み替える」
とあるのは「読み替える」とし、同条第三項及び第四項の
規定は、適用しない。 

  
（非常災害が発生した場合の市町村
の設置に係る一般廃棄物処理施設
の設置の協議） 

第五条の十の三 市町村は、法第九条
の三の二第一項の規定により協議
をしようとするときは、次に掲げる
事項を記載した協議書を都道府県
知事に提出しなければならない。 

一 一般廃棄物処理施設を設置をす
ることが見込まれる場所 

二 一般廃棄物処理施設の種類 
三 一般廃棄物処理施設において処

理する一般廃棄物の種類 
四 一般廃棄物処理施設の処理能力 
五 一般廃棄物処理施設の位置、構造

等の設置に関する計画 
六 一般廃棄物処理施設の維持管理

に関する計画 
 
（非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例） 
第九条の三の三 市町村から非常災害により生じた廃棄物

の処分の委託を受けた者は、当該処分を行うための一般廃
棄物処理施設（一般廃棄物の最終処分場であるものを除
く。）を設置しようとするときは、第八条第一項の規定に
かかわらず、環境省令で定めるところにより、同条第二項
各号に掲げる事項を記載した書類及び当該一般廃棄物処
理施設を設置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影
響についての調査の結果を記載した書類を添えて、その旨
を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による届出をしようとする者は、同項に規定
する第八条第二項各号に掲げる事項を記載した書類を作
成するに当たつては、政令で定める事項について条例で定
めるところにより、前項に規定する調査の結果を記載した
書類を公衆の縦覧に供さなければならない。この場合にお
いて、当該一般廃棄物処理施設の設置に関し利害関係を有
する者は、政令で定める事項について条例で定めるところ
により、当該届出をしようとする者に対し、生活環境の保
全上の見地から意見書を提出することができる。 

３ 第九条の三第三項から第十項まで及び第十二項の規定
は第一項の規定による届出について、第九条第三項の規定
は当該届出をした者について準用する。この場合におい
て、第九条の三第三項、第四項、第八項及び第九項中「市
町村」とあるのは「非常災害により生じた廃棄物の処分の
委託を受けた者」と、同項中「第二項及び」とあるのは「第
九条の三の三第二項の規定及び」と、「第二項中」とある
のは「同条第二項中「前項の」とあるのは「次項において
準用する第九条の三第八項の」と、」と、第九条第三項中
「第一項ただし書」とあるのは「第九条の三の三第三項に
おいて準用する第九条の三第八項」と、「同条第二項第一
号」とあるのは「第八条第二項第一号」と、「当該許可」
とあるのは「当該届出」と読み替えるものとする。 

  

   

 
第三章 産業廃棄物 
第一節 産業廃棄物の処理 

  

 
（事業者及び地方公共団体の処理） 
第十一条 事業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければ

ならない。 
２ 市町村は、単独に又は共同して、一般廃棄物とあわせて

処理することができる産業廃棄物その他市町村が処理す
ることが必要であると認める産業廃棄物の処理をその事
務として行なうことができる。 

３ 都道府県は、産業廃棄物の適正な処理を確保するために
都道府県が処理することが必要であると認める産業廃棄
物の処理をその事務として行うことができる。 

  



 

[76] 

 
第十二条 ～ 第十五条の二の四 〈略〉 

  

 
（産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理施設

の設置についての特例） 
第十五条の二の五 産業廃棄物処理施設の設置者は、当該産

業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物と同様の
性状を有する一般廃棄物として環境省令で定めるものを
その処理施設において処理する場合において、あらかじ
め、環境省令で定めるところにより、その処理施設におい
て処理する一般廃棄物の種類その他環境省令で定める事
項を都道府県知事に届け出たときは、第八条第一項の規定
にかかわらず、同項の許可を受けないで、その処理施設を
当該一般廃棄物を処理する一般廃棄物処理施設として設
置することができる。 

２ 前項に規定する場合において、非常災害のために必要な
応急措置として同項の廃棄物を処理するときは、同項の規
定にかかわらず、その処理を開始した後、遅滞なく、その
旨及び同項に規定する事項を届け出ることをもつて足り
る。 

  

 
第十五条の二の六 ～ 第十五条の四の七 〈略〉 

  

 
第三章の二 廃棄物処理センター 〈略〉 

  

 
第三章の三 廃棄物が地下にある土地の形質の変
更 〈略〉 

  

 
第四章 雑則 

  

 
（投棄禁止） 
第十六条 何人も、みだりに廃棄物を捨ててはならない。 

  

 
第十六条の二 ～ 第二十一条の四 〈略〉 

  

 
（国庫補助） 
第二十二条 国は、政令で定めるところにより、市町村に対

し、災害その他の事由により特に必要となつた廃棄物の処
理を行うために要する費用の一部を補助することができ
る。 

  

 
第二十三条 ～ 第二十四条の六 〈略〉 

  

 
第五章 罰則 〈略〉 

  

 
附 則 〈略〉 
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②災害対策基本法（災害廃棄物処理に関する部分に限る） 

 

 

（廃棄物処理の特例） 

第八十六条の五 著しく異常かつ激甚な非常災害であつて、当該災害による生活環境の悪化を防止することが特に必

要と認められるものが発生した場合には、当該災害を政令で指定するものとする。 

２ 環境大臣は、前項の規定による指定があつたときは、その指定を受けた災害により生じた廃棄物（廃棄物の処理

及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号。以下この条において「廃棄物処理法」という。）第二条第

一項に規定する廃棄物をいう。以下この条において同じ。）（以下この条において「指定災害廃棄物」という。）の円

滑かつ迅速な処理を図るため、廃棄物処理法第五条の二第一項に規定する基本方針にのつとり、指定災害廃棄物の

処理に関する基本的な指針（以下この条において「処理指針」という。）を定め、これを公表するものとする。 

３ 処理指針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 指定災害廃棄物の処理の基本的な方向 

二 指定災害廃棄物の処理についての国、地方公共団体、事業者その他の関係者の適切な役割分担及び相互の連携

協力の確保に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、指定災害廃棄物の円滑かつ迅速な処理の確保に関し必要な事項 

４ 環境大臣は、第一項の規定による指定があつたときは、期間を限り、廃棄物の処理を迅速に行わなければならな

い地域を廃棄物処理特例地域として指定することができる。 

５ 環境大臣は、前項の規定により廃棄物処理特例地域を指定したときは、廃棄物処理特例地域において適用する廃

棄物の収集、運搬及び処分（再生を含む。以下この条において同じ。）に関する基準並びに廃棄物の収集、運搬又は

処分を市町村以外の者に委託する場合の基準を定めるものとする。この場合において、これらの基準（以下この条

において「廃棄物処理特例基準」という。）は、廃棄物処理法第六条の二第二項及び第三項、第十二条第一項並びに

第十二条の二第一項に規定する基準とみなす。 

６ 廃棄物処理特例地域において地方公共団体の委託を受けて廃棄物の収集、運搬又は処分を業として行う者は、廃

棄物処理法第七条第一項若しくは第六項、第十四条第一項若しくは第六項又は第十四条の四第一項若しくは第六項

の規定にかかわらず、これらの規定による許可を受けないで、当該委託に係る廃棄物の収集、運搬又は処分を業と

して行うことができる。 

７ 前項の場合において、地方公共団体の長は、同項の規定により廃棄物の収集、運搬又は処分を業として行う者に

より廃棄物処理特例基準に適合しない廃棄物の収集、運搬又は処分が行われたときは、その者に対し、期限を定め

て、当該廃棄物の収集、運搬又は処分の方法の変更その他必要な措置を講ずべきことを指示することができる。 

８ 環境大臣は、第四項の規定により廃棄物処理特例地域を指定し、又は第五項の規定により廃棄物処理特例基準を

定めたときは、その旨を公示しなければならない。 

９ 環境大臣は、廃棄物処理特例地域内の市町村の長から要請があり、かつ、次に掲げる事項を勘案して指定災害廃

棄物を円滑かつ迅速に処理するため必要があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲内で、処理指針

に基づき、当該市町村に代わつて自ら当該市町村の指定災害廃棄物の収集、運搬及び処分を行うことができる。 

一 当該市町村における指定災害廃棄物の処理の実施体制 

二 当該指定災害廃棄物の処理に関する専門的な知識及び技術の必要性 

三 当該指定災害廃棄物の広域的な処理の重要性 

１０ 第六項及び第七項の規定は、前項の規定により指定災害廃棄物の収集、運搬又は処分を行う環境大臣が当該収

集、運搬又は処分を他の者に委託する場合について準用する。この場合において、第六項中「若しくは第六項、第

十四条第一項若しくは第六項又は第十四条の四第一項若しくは」とあるのは、「又は」と読み替えるものとする。 

１１ 第九項の規定により指定災害廃棄物の収集、運搬又は処分を行つた環境大臣については、廃棄物処理法第十九

条の四第一項の規定は、適用しない。 

１２ 第九項の規定により環境大臣が行う指定災害廃棄物の収集、運搬及び処分に要する費用は、国の負担とする。

この場合において、同項の市町村は、当該費用の額から、自ら当該指定災害廃棄物の収集、運搬及び処分を行うこ

ととした場合に国が当該市町村に交付すべき補助金の額に相当する額を控除した額を負担する。 

１３ 国は、前項後段の規定により市町村が負担する費用について、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものと

する。 

 

 


